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重症心身障害と制度

　重症心身障害児者等とその家族が安心して地域で暮らしていくには、乳幼児期、学齢期、成年期のライフ

ステージに応じ、障害児支援や障害福祉サービス等の福祉制度、訪問看護等の医療制度など、在宅で生活す

るための様々な支援を利用していくことになります。

　　 障害福祉サービス・障害児支援の体系

　障害者総合支援法により提供されるサービスは、個々の障害のある人々の障害程度や勘案すべき事項（社

会活動や介護者、居住等の状況）をふまえ、個別に支給決定が行われる「障害福祉サービス」と、市町村の

創意工夫により、利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。

　また、障害児については、児童福祉法により、児童の発達に必要な支援が行われます。

　在宅の重症心身障害児者を支えることに関係の深い主な障害福祉サービス等は以下のとおりです。

1 　障害福祉サービス（個別支援給付）

①居宅介護（ホームヘルプ）
　自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う。

②重度訪問介護
　重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって常

に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援等を総合的に行う。

③療養介護
　医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話

を行う。

④生活介護
　常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活

動の機会を提供する。

⑤短期入所
　自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め、施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行

う。

⑥重度障害者等包括支援
　介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う。

2 　地域生活支援事業

①相談支援
　障害者、その保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な情報の提供や権利擁護のための援助を行う。
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②成年後見制度利用支援
　障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる知的障害者又

は精神障害者に対し、成年後見制度の利用について必要となる経費のすべて又は一部を補助する。

③意思疎通支援（コミュニケーション支援）
　聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある障害者等に、手話通

訳、要約筆記等の方法により、障害者等とその他の者の意思疎通を支援する手話通訳者、要約筆記者等の派

遣等を行う。

④移動支援
　屋外での移動が困難な障害者等について、外出のための支援を行う。

3 　障害児支援

①児童発達支援
　日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援を行う。

②医療型児童発達支援
　肢体不自由のある児童に対し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適

応訓練などの支援及び治療を行う。

③放課後等デイサービス
　授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上のための必要な訓練、

社会との交流促進などの支援を行う。

4 　相談支援

①計画相談支援
•サービス利用支援
障害福祉サービス等の申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成する。また、支給決定後、事

業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成する。

•継続サービス利用支援
障害福祉サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）を行う。また、サービス事業所等との連絡調整

や、必要に応じて、新たな支給決定等に係る申請の勧奨を行う。

②障害児相談支援
•障害児支援利用援助
障害児通所支援の申請に係る給付決定前に障害児支援利用計画案を作成する。また、通所給付決定後、事

業者等と連絡調整を行い、障害児支援利用計画を作成する。

•継続障害児支援利用援助
障害児通所支援の利用状況等の検証（モニタリング）を行う。また、サービス事業所等との連絡調整や、

必要に応じて、新たな通所給付決定等に係る申請の勧奨を行う。
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　　 身体障害者手帳等、特別児童扶養手当等、公的医療制度、補装具費等

1 　身体障害者手帳等

①身体障害者手帳
　身体障害者福祉法に定める身体上の障害がある者に対して、都道府県知事、指定都市市長又は中核市市長

が交付する。

②療育手帳
　知的障害児・者への一貫した指導・相談を行うとともに、これらの者に対して各種の援助措置を受けやす

くするため、児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害と判定された者に対して、都道府県知

事又は指定都市市長が交付する。

③精神障害者福祉手帳
　一定の精神障害の状態にあることを認定して精神障害者保健福祉手帳を交付することにより、各種の支援

策を講じやすくし、精神障害者の社会復帰、自立及び社会参加の促進を図ることを目的とて、都道府県知事

又は指定都市市長が交付する。

2 　特別児童扶養手当等

①特別児童扶養手当
　20歳未満で精神又は身体に障害を有する児童を家庭で監護、養育している父母等に支給する。

（認定事務：都道府県、指定都市（申請窓口は市町村））

②障害児福祉手当
　精神又は身体に重度の障害を有するため、日常生活において常時の介護を必要とする状態にある在宅の20

歳未満の者に支給する。

（認定事務：都道府県、市及び福祉事務所設置町村）

③特別障害者手当
　精神又は身体に著しく重度の障害を有するため、日常生活において常時特別の介護を必要とする状態にあ

る在宅の20歳以上の者に支給する。

（認定事務：都道府県、市及び福祉事務所設置町村）

3 　公的医療制度

○自立支援医療制度
心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療の自己負担額を軽減する。

①精神通院医療
　対象者は、精神保健福祉法第 5条に規定する統合失調症などの精神疾患を有する者で、通院による精神医

療を継続的に要する者

（実施主体：都道府県・指定都市）
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②更生医療
　対象者は、身体障害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けた者で、その障害を除去・軽減する手

術等の治療により確実に効果が期待できる者（18歳以上）

（実施主体：市町村）

③育成医療
　対象者は、身体に障害を有する児童で、その障害を除去・軽減する手術等の治療により確実に効果が期待

できる者（18歳未満）

（実施主体：市町村）

　この他、小児慢性特定疾病や難病の医療費助成や、都道府県や市町村が実施している心身障害者（児）医

療費助成（心身に重度の障害がある方に医療費の助成をする制度）などがある。

4 　補装具費等

①補装具費
　身体に障害のある人の日常生活や社会生活の向上を図るために、身体機能を補完又は代替するものとして、

義肢、装具、車椅子、盲人安全つえ、補聴器等の補装具の購入又は修理に要した費用の一部について公費を

支給する。

（障害者、障害児の保護者が市町村に申請→身体障害者更生相談所等の判定又は意見に基づく市町村長の決

定により、補装具費の支給を受ける。）

②日常生活用具の給付（貸与）
　日常生活を営むのに著しく支障のある障害のある人に対して、日常生活の便宜を図るため、特殊寝台、特

殊マット、入浴補助用具等を給付又は貸与する。

（地域生活支援事業の一事業として位置づけられており、実施主体である市町村が地域の障害者のニーズを

勘案して実施）

　　 子ども・子育て支援新制度

　障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進を図るため、保育所や放課後児童クラブ等

の一般的な子ども・子育て支援施策において、障害児の受入れを推進しています。

①施設型給付
•認定こども園
幼児期の学校教育・保育、地域での子育て支援を総合的に提供する施設

•幼稚園
満 3歳以上から小学校就学までの幼児に対し、小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期の教育を行

う学校

•保育所
就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わり保育を行う施設

②地域型保育給付
•小規模保育
少人数（定員 6～19人）を対象に、家庭的保育に近い雰囲気のもと、きめ細かな保育を行う事業
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•家庭的保育
家庭的雰囲気のもとで、少人数（定員 5人以下）を対象に、きめ細かな保育を行う事業

•事業所内保育
会社の事業所の保育施設などで、従業員の子どもと地域の子どもを一緒に保育する事業

•居宅訪問型保育
障害・疾患などで個別のケアが必要な場合や、施設が無くなった地域で保育を維持する必要がある場合な

どに、保護者の自宅で 1対 1で保育を行う事業

③主な地域子ども・子育て支援事業
•利用者支援事業
子ども及びその保護者等の身近な場所で、教育・保育・保健その他の子育て支援の情報提供及び必要に応

じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業

•放課後児童クラブ
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕

教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

　　 制度を支える専門職

　重症心身障害児者等の支援にあたっては、保健、医療、福祉、教育などの様々な機関が、それぞれの専門

に応じた支援を行われています。

　また、重症心身障害児者等が利用できる制度は、国の制度の他、自治体が独自に実施している制度もある

ため、重症心身障害児者等が居住する都道府県・市町村に確認することが必要です。

①医　療
　病院、診療所、訪問看護ステーション、訪問薬局、訪問歯科診療所など

②行政（保健・福祉）
　保健所（都道府県・市）、市町村の障害福祉・母子保健・児童福祉担当課など

③福祉・療育
　相談支援事業所、児童発達支援センター、放課後等デイサービス事業所、日中一時支援事業所、短期入所

事業所、居宅介護事業所など

④教　育
　教育センター、教育委員会、特別支援学校など

（旭川荘総合研究所医療福祉研究センター　松本　好生）
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